
自転車事故抑止対策の 

推進について 

大阪府警察本部交通部 
交通総務課自転車対策室 
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平成３０年１０月２７日 

～交通安全教育の現状と課題～ 



全国初「自転車対策室」の発足 

平成27年４月１日、全国で初となる 
「自転車対策室」が発足 
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「自転車対策室」の体制 

自転車対策室長 

自転車対策第一係 自転車対策第二係 自転車安全指導係 

自転車対策担当管理官 

 

●自治体等との連携 

●優良企業の認定         

●自転車運転者 

  講習制度の運用 

 

●信号守らせ隊の認定 

●安全教育・広報啓発関係 

   ●自転車関連事故分析 

   ●指導取締り 



広報啓発・安全教育 
企画・実施 
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「自転車対策室」の活動 

警察署 

自転車事故 
多発警察署における 

事故分析 
・資料提供 
対策検討会 

効果的な場所・時
間の選定による 
指導取締活動支援 

広報啓発 
安全教育 

自転車対策室 

業務多忙の警察署を支援 



※大阪府内の自転車関連事故は年々減少傾向 

平成２５

年 

平成２６

年 

平成２７

年 

平成２８

年 

平成２９

年 

発生件数 14,571 13,228 12,222 11,611 11,089

負傷者数 14,617 13,229 12,110 11,556 10,953

死者数 44 34 50 31 31
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大阪の自転車関連事故 

注：件数は、自転車が関連した（１当又は２当）事故件数、死傷者数は、自転車乗用中の死傷者数を
計上した。 



政令市別・道路別発生状況～H29年中 
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大  阪  市 堺  市 政令市域外 合  計 
 

件数 

（全体） 

 

件数 

（自転車）  

 

件数 

（全体） 

 

件数 

（自転車） 

 

件数 

（全体） 

 

件数 

（自転

車）  

 

件数 

（全体） 

 

件数 

（自転

車）  
自転車 

事故 

構成率 

自転車 

事故 

構成率 

自転車 

事故 

構成率 

自転車 

事故 

構成率 

幹 線 

 

6,723 
1,979 

 

2,224 
421 

 

10,800 
2,087 

 

19,747 
4,487 

29.4% 18.9% 19.3% 22.7% 

非幹線 

 

4,609 
2,479 

 

1,603 
660 

 

8,993 
3,463 

 

15,205 
6,602 

53.8% 41.2% 38.5% 43.4% 

合 計 

 

11,332 
4,458  

 

3,827 
1,081  

 

19,793 
5,550  

 

34,952 
11,089 

39.3% 28.2% 28.0% 31.7% 

注） 高速道路交通警察隊の管轄する道路（1,045件）を除く。 



自転車乗用中の死傷者（状態別・年齢別） 
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運転中 7 237 374 473 1,116 1,766 1,507 1,561 1,117 495 1,253 831

同乗中 168 30 4 2 2 5 1 1 2 0 1 0
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平成29年中 自転車関連事故負傷者数 年齢別グラフ 

合計 １０，９５３人 



自転車検挙件数（年齢別） 
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携帯電話 制動不良 踏切立入 二人乗り 信号無視 

平成29年中 自転車検挙件数 違反種別・年齢別 

合計 3,431件 



自転車運転者講習受講者（年齢別） 
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■男・免許有    ■女・免許有 
 

■男・免許無    ■女・免許無 

自転車運転者講習受講者の運転免許の有無（H27.6～H30.9) 

府下における全受講者数107人 

自転車運転者講習制度 
 信号無視等の一定の危険な違反行為をして、３年以内に２回以上、検挙
され又は事故を起こした自転車運転者に対して、講習の受講を命じる制度 



自転車関連事故要因 

平たんな道路 

自転車普及率 

注）（財）自転車産業振興協会 

  「自転車統計要覧」 

  平成21年9月 

注）普及率は、人口当たりの 

   自転車保有台数 

自転車分担率 

注）平成２２年国勢調査より 

   全国平均１１．６％ 

注）分担率…通勤・通学時に自転
車 

     のみを利用する割合 

都道府県 
普及率 
（台／百
人） 

埼玉 76.9 

大阪 75.1 

東京 72.2 

京都 64.7 

千葉 61.8 

都道府県 分担率 

大阪 21.9% 

愛媛 17.9% 

京都 17.8% 

東京 14.3％ 

面 積 

大阪府 約1,905㎢ 

大阪平野 
注）大阪府の大
部分と兵庫県南
東部も含む 

約1,600㎢ 

10 



自転車の利用に関する意識調査 
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※ルールの遵守度は、大阪がワースト 

  
知っている 常に守っている 

全国 大阪 全国 大阪 

夜間、ライトをつけずに自転車に乗ってはいけない 95.4 95.9 84.3 72.7 

２人乗り（幼児同乗を除く）をしてはいけない 92.6 93.9 87.9 81.0 

車道通行時は、左側に寄って通行しなければならな
い 

89.3 88.8 70.9 65.0 

歩道通行時は、徐行、歩行者にベルを 

ならしてはいけない 
73.7 71.9 68.4 59.1 

飲酒をした時には自転車を運転してはいけない 93.0 93.2 79.4 71.7 

傘を差しながら自転車を運転してはいけない 91.9 91.1 67.6 47.8 

携帯電話を使用しながら運転してはいけない 95.7 96.6 84.2 79.6 

信号機の信号は守らなくてはいけない 96.1 96.9 76.0 61.0 

車道を通行し、車道の右側を通行してはいけない 81.1 81.8 59.1 50.8 

一時停止の標識では自転車も停止 

しなければならない 
79.6 71.6 58.3 44.5 

平 均 84.2 82.5 72.9 64.1 
…下位５都道府県 
(%) 一般財団法人 自転車産業振興協会  

平成２７年度 自転車の交通ルールに関する意識調査報告書より抜粋 



12 

平成30年６月７日 
日本経済新聞（夕刊） 



道路交通の大原則である「車両の左側通行」を遵守させるためのキャ
ンペーンを実施し、広報啓発活動を通じ良好な自転車交通秩序を実現
する。 

目 的 

①
モ
デ
ル
路
線
の
選
定 

②
集
中
的
指
導
啓
発
活
動 

③
集
中
的
取
締
り 

④
効
果
検
証 

⑤
検
証
結
果
の
周
知 

第Ⅰ期 

～左側通行の徹底～ 

●全警察署へ拡大 

●道路管理者との 

      連携強化 

第Ⅱ期 
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自転車対策室における取組 



広報啓発活動 

～左側通行徹底キャンペーン～ 
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右側通行 4 8 (18.4 % ) ↓ 　12 (6.0% )  12 (11.5% ) ↑ 12 (12.0% )

右側通行 4 0 (14 .2% ) ↓  21 (8.6% ) 10 (10.3% ) ↓ 9 (7.6% )

右側通行 35 (13.6% ) ↑ 30 (13.8% )  13 (12.0% ) ↑ 20 (20.4 % )

右側通行 123(15.4 % ) ↓ 63 (9.5% ) 35(11.3% ) ↑ 41 (13.0% )

車両台数 261 200 104 100内本町２丁目東

交差点付近

午前（8:00～9:00） 午後（16:00～17:00）

キャンペーン前 キャンペーン後 キャンペーン前 キャンペーン後

車両台数 257 217 108 98本町３丁目東

交差点付近

車両台数 282 24 3 97 118
本町１丁目交差点付近

集　　　計
車両台数 800 660 309 316

集中的指導取締りの効果 

15 



取締の徹底 

44% 

広報啓発 

33% 

道路の改善 

18% 

その他 

5% 

左側通行を徹底させるためには(府民の意見） 
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アンケート調査結果 

○調査期間 

 H29.7.18～11.2 

○調査時間 

 午前８時～午後５時（うち１時間） 

○調査方法 

 右側通行をした違反者に対して、  

 指導警告と同時に実施 

○対象者数 

 303人 

右側通行の違反の認識 

知っていた 

65% 

知らない 

35% 

右側通行で検挙されることの認識 

知っていた 

27% 

知らない 

73% 

 

免許の有無による差 

免許有 知っていた７２％ 知らない２８％ 

免許無 知っていた４１％  知らない５９％ 

ほとんどの者が 

検挙されることを知っ
ていれば、右側通行し
なかったと回答 



～広報啓発ポスターの作成～ 
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～広報啓発チラシの作成
～ 
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～対象者に応じた交通安全教育～ 

幼児・児童を対象とした安全教育 
児童・幼児に対しては、実技指導とともに、子どもに親しみやすいキャラク
ター等を活用した交通安全教育を実施しているほか、保護者への安全教育を実
施している。 

平成29年中 自転車関連事故負傷者数 年齢層別グラフ 
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中高生を対象とした安全教育
～教育庁等との連携～ 

平成29年中 自転車関連事故負傷者数 年齢層別グラフ 
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中高生を対象とした安全教育 

ＶＲ交通安全教室 自転車シミュレーター 

スケアードストレイト 合同啓発活動 



企業の安全意識向上 

地域住民への波及 
自転車事故抑止 

積極的に自転車安全利用に取り組んでいる企業を 

    「自転車安全利用推進優良企業」 
に認定し、従業員の安全意識の高揚と、企業単位で自転車安全利用に努
める社会的機運の醸成を図ることにより、自転車事故の当事者となる割
合が高い、成人層の交通事故を減少させることを目的とする。 

◆認定要件 
 ・自転車安全利用に関する責任者の配置 
 ・警察が行う交通安全教育を受講する環境の整備 
 ・自転車通勤者等に対する保険加入の推進 
 ・自転車駐輪場の整備 
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社会人を対象とした安全教育  
～企業との連携～ 

平成29年中 自転車関連事故負傷者数 年齢層別グラフ 



平成30年9月末日現在：１９９企業を認定 

認定証交付式 連絡会議の開催 企業セミナーの開催 

企業代表による取組事例発表 安全教育指導員認定講習会 自転車実技講習 

23 

※自転車安全利用推進優良企業との連携 



社員の交通安全

意識が向上した 

74企業 

社員が関する 

交通事故発生 

件数が減少した 

３企業 

特に変化はない 

６０企業 

その他 

４企業 

平成29年5月調査：１40企業から回答（複数回答有
り） 
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※優良企業認定後の意識の変化～ 



25 

高齢者を対象とした安全教育  
～ヘルメット着用の呼び掛け～ 

平成29年中 自転車関連事故負傷者数 年齢層別グラフ 



※高齢者と高齢者以外の死重傷率 
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割合

高齢者以外 9 ,8 7 6 6 3 7 6 .4 5 %

高齢者 2 ,2 8 4 3 8 0 1 6 .6 4 %

小計 1 2 ,1 6 0 1 ,0 1 7 8 .3 6 %

高齢者以外 9 ,2 8 4 6 3 5 6 .8 4 %

高齢者 2 ,3 0 3 4 0 3 1 7 .5 0 %

小計 1 1 ,5 8 7 1 ,0 3 8 8 .9 6 %

高齢者以外 8 ,8 8 0 6 8 7 7 .7 4 %

高齢者 2 ,1 0 4 4 0 1 1 9 .0 6 %

小計 1 0 ,9 8 4 1 ,0 8 8 9 .9 1 %

高齢者以外 2 8 ,0 4 0 1 ,9 5 9 6 .9 9 %

高齢者 6 ,6 9 1 1 ,1 8 4 1 7 .7 0 %

合計 3 4 ,7 3 1 3 ,1 4 3 9 .0 5 %

死傷者 死重傷者

平成2 7 年

平成2 8 年

平成2 9 年

総  計

死者数 死傷者数 死者数 死傷者数

平成２ ７ 年 1 460 49 11, 676

平成２ ８ 年 0 487 31 11, 075

平成２ ９ 年 0 373 31 10, 502

総計 1 1, 320 111 33, 253

総計の致死率 0. 08% 0. 33%

ヘルメ ッ ト 着用 ヘルメ ッ ト 非着用

約4倍

※ヘルメット着用と非着用別の致死率 



●制作協力 
 大阪芸術大学芸術学部 放送学科 

 大阪大学 大学院医学系研究科 法医学教室 

 一般財団法人 大阪府交通安全協会 

●タイトル 
 自転車用ヘルメットの着用促進ＤＶＤ 

 「命を守るヘルメット」（字幕入り・約７分間） 

●配布先 
 警察署、各市町村、社会福祉協議会、シルバー人材 

 派遣センター、地域包括支援センター等  
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着用促進に向けたＤＶＤの作成 





29 

交通安全教育の課題 

○ 自転車に関する交通安全意識 

○ 受講義務がなく、自ら進んで受講しようと 

 する者がいない 

○ 学校、企業、民間の任意の教育において 

 定まったものがない 

○ 自転車の交通安全教育の指導者不足 


